
附 属 明 細 書



（単位：円）

当期償却額

器 具 備 品 6,518,982 5,518,800 － 12,037,782 4,403,077 1,300,151 7,634,705

計 6,518,982 5,518,800 － 12,037,782 4,403,077 1,300,151 7,634,705

有 形 固 定 資 産
（ 償 却 費 損 益 外 ）

－ － － － － － －

非 償 却 資 産 － － － － － － －

器 具 備 品 6,518,982 － － 12,037,782 4,403,077 1,300,151 7,634,705

計 6,518,982 － － 12,037,782 4,403,077 1,300,151 7,634,705

電 話 加 入権 1,543,080 432,000 － 1,975,080 － － 1,975,080
うち、1,440,000円は国
からの無償譲与分で
ある。

ソ フ ト ウ ェ ア 4,172,700 － － 4,172,700 1,581,125 834,540 2,591,575

計 5,715,780 432,000 － 6,147,780 1,581,125 834,540 4,566,655

互 助 会
預 け 金

627,000 － － 627,000 － － 627,000
特定独立行政法人災
害補償互助会への預
託金

計 627,000 － － 627,000 － － 627,000

当期増加額 当期減少額 期 末 残 高

１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８６　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による

　損益外減価償却相当額も含む。）の明細

減 価 償 却 累 計 額
差引当期末
残 高

摘 要期 首 残 高

有 形 固 定 資 産
合 計

そ の 他 の 資 産

資 産 の 種 類

有 形 固 定 資 産
（ 償 却 費 損 益 内 ）

無 形 固 定 資 産



２　資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資 本 金 － － － －

資本剰余金 運営費交付金 535,080 － － 535,080 電話加入権

無 償 譲 与 1,008,000 432,000 － 1,440,000 電話加入権

計 1,543,080 432,000 － 1,975,080

損益外減価償
却 累 計 額

－ － － －

差　引　計 1,543,080 432,000 － 1,975,080

区　　　分



３　積立金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

107,140,635 7,046,463 － 114,187,098
損益計算上の
利益

区　　　分

通則法第４４条第１項積立金



４　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

（１）運営費交付金債務 （単位：円）

運営費交付金
収 益

資産見返運営
費 交 付 金

資 本 剰 余 金 小　　計

平成１３年度 504,746,757 0 0 0 0 0 504,746,757

平成１４年度 417,403,946 0 0 0 0 0 417,403,946

平成１５年度 301,885,997 0 0 0 0 0 301,885,997

平成１６年度 0 9,605,024,000 9,086,934,042 0 0 9,086,934,042 518,089,958

合　　　計 1,224,036,700 9,605,024,000 9,086,934,042 0 0 9,086,934,042 1,742,126,658

（２）運営費交付金収益 （単位：円）

業務等区分
平成１３年度
交　付　分

平成１４年度
交　付　分

平成１５年度
交　付　分

平成１６年度
交　付　分

平成１７年度
交　付　分

合　　　計 備　　考

工業所有権関係
公報等閲覧業務

0 0 0 714,027,400 714,027,400 ※１

審査 審判関係
図書等整備業務

0 0 0 276,165,120 276,165,120 ※２

工業所有権情報
流 通 等 業 務

0 0 0 3,880,457,633 3,880,457,633 ※３

工業所有権情報
普 及 業 務

－ － － 3,591,593,709 3,591,593,709 ※４

工 業 所 有 権
相 談 等 業 務

0 0 0 124,155,811 124,155,811 ※５

人材 育成業務 － － － 206,935,795 206,935,795 ※６

一般 管理業務 0 0 0 293,598,574 293,598,574 ※７

合　　計 0 0 0 9,086,934,042 9,086,934,042

注）１

※１

※２

※３

※４

※５

※６

※７

：損益計算書の費用額に、物品受贈益相当額277,157円及び複写手数料収入からの負担額16,960,198円を減じた額で
ある

：損益計算書の費用額に、減価償却費226,485円を減算し、有形固定資産の購入費5,518,800円加算し、複写手数料収
入からの負担額1,386,474円を減じた額である。

：損益計算書の費用額に、研修受講料収入からの負担額34,011,000円、複写手数料収入からの負担額977,195円及び
物品受贈益相当額1,111,031円を減じた額である。

運営費交付金債務については、期中において費用進行基準に基づき、業務のための支出額を限度として収益化してお
りますが、交付金以外に自己収入（複写手数料収入）があるため、期末において財源の按分を行うことにより交付金によ
る負担額が適正な負担額となるよう処理しています。

：損益計算書の費用額に、複写手数料収入からの負担額586,283円を減じた額である。

交 付 年 度期 首 残 高
交 付 金
当 期 交 付 額

当 期 振 替 額

期末残高

：損益計算書の費用額に、減価償却費974,872円を減算し、ファイナンスリース料元金相当額592,660円とファイナンス
リース料支払利息相当額27,260円を加算し、複写手数料収入からの負担額3,371,760円を減じた額である。

：損益計算書の費用額に、減価償却費933,334円を減算し、複写手数料収入からの負担額1,304,086円を減じた額であ
る：損益計算書の費用額に、複写手数料収入からの負担額18,324,272円を減じた額である。



５　役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

(2,997千円) (2人) (　　　－　　　) (　　　－　　　)

32,168千円 2人 8,175千円 1人

(48,298千円) (21人) (　　　－　　　) (　　　－　　　)

589,555千円 68人 － －

(51,295千円) (23人) (　　　－　　　) (　　　－　　　)

621,723千円 70人 8,175千円 1人

注）１． 役員に対する報酬等の支給基準

２． 職員に対する給与の支給基準

３． 職員の給与の支給人員数は、平均支給人員数により記載しています。

４．

　独立行政法人工業所有権総合情報館職員給与規程（20010401情館006）により支給しています。

上段（）書きの計数は、非常勤職員の給与分であり、外数となっています。

区　　　分

報 酬 又 は 給 与 退　職　手　当

　独立行政法人工業所有権総合情報館役員報酬規程（20010401情館005）及び独立行政法人

工業所有権総合情報館役員退職手当規程（20011101情館001）により支給しています。

役　　　員

職　　　員

合　　計



６  関連公益法人等に関する情報開示

社団法人　発明協会

（１）業務の概要

（２）情報・研修館との関係

（３）役員氏名

氏　　名 役　　職　　名 備　　　　考

松山　孝基 専務理事

若林　武彦 常務理事

注）常勤の役員のみを記載しています。

（４）取引の関連図

　　　　　　　　　　　 (業 務 委 託)

　　　維持・運営・管理

（５）財務情報 （単位：円）

資産の額 11,140,491,798

負債の額 6,462,347,049

正味財産の額 4,678,144,749

当期収入合計額 9,214,522,730

当期支出合計額 9,354,267,428

当期収支差額 △ 139,744,698

注）各計数は、消費税を税抜方式により処理したものです。

（６）基本財産の状況

アドバイザーを派遣し、
特許流通・技術移転の
仲介、相談及び普及啓
発

　 発明の奨励、創意の高揚及びこれらの実用化の促進並びに工業所有権制度の普及啓発等を行う
ことにより、科学技術の振興を図り、もって我が国経済の発展に寄与するため以下の業務を行う。
   ①工業所有権制度等の普及啓発及びこれらに関する人材の育成
   ②工業所有権制度等に関する調査、研究並びにこれらの成果の提供及び普及
　 ③工業所有権の利用促進等のための指導及びあっせん
   ④発明考案の奨励及び工業所有権制度に関する国際交流の推進
　 ⑤工業所有権に関する公報並びにこれに関連する情報の提供及び普及　等

   法人の基本財産に対する出えん、拠出、寄付等及び法人の運営費、事業費等に充てるために平成
１６事業年度において負担した会費、負担金等はございません。

　 業務委託等により、独立行政法人会計基準第１２３の「関連公益法人等の範囲」のうち、事業収入
に占める独立行政法人との取引に係る額が三分の一以上である公益法人等

育成支援のための
環境整備

　　　特許流通セミナー開催

独立行政法人
工業所有権情報・研修館

社 団 法 人
発 明 協 会

都 道 府 県 ・
Ｔ Ｌ Ｏ 等

知 的 財 産
取 引 業 者 知 財 関 係 者

地 方 閲 覧 室



（７）取引の状況

①法人に対する債権債務の明細 （単位：円）

債権種別 金　　　　額 債務種別 金　　　　額

未収金 1,004,280 未払金 1,330,742,307

②法人に対する債務保証の明細

　 該当なし

③法人の事業収入の金額とこれらのうち情報・研修館の発注等に係る金額及び割合
法人の事業
収入の金額

うち情報・研修館の
発注に係る金額

割    合

7,993,946,140 2,923,027,680 36.60%
注）法人の事業収入の金額は、法人の収支計算書が税抜方式で作成されているため、事業収入額
（3,082,643,912円）と補助金等収入額（4,530,638,126円）を加算した額に1.05を乗じた額を計上していま
す。



財団法人　日本特許情報機構

（１）業務の概要

（２）情報・研修館との関係

（３）役員氏名

氏　　名 役　　職　　名 備　　　　考

林　　 昭彦 理事長

寺本　義憲 専務理事

村山　幹男 理事

熊田　史郎 理事

注）常勤の役員のみを記載しています。

（４）取引の関連図

発注

納品

　　特許電子図書館サービスの提供

　　・公報等データ電子化及び蓄積

　　・システムの維持、運営

・開放意志のある特許等のライセンス情
・報をデータベース化して一般の利用に
・供する。

・特許情報活用支援アド
  バイザーの派遣

　 産業財産権に関する情報（以下「特許情報」という。）の充実及び利用の促進を図ることにより、産業
技術に関する知識及び思想の総合的な普及啓発並びに企業等における技術開発の促進に貢献し、
もって我が国の産業及び経済の発展に寄与するため、以下の業務を行う。
   ①特許情報の収集、加工、提供及び普及啓発
   ②特許情報の処理に関する調査、研究及び開発並びにこれらの成果の提供普及

　 外注業務等により、独立行政法人会計基準第１２３の「関連公益法人等の範囲」のうち、事業収入
に占める独立行政法人との取引に係る額が三分の一以上である公益法人等

・国際約束等に基づき国内公報の
・英文抄録等の送付

・欧州、米国等の和文抄録作成
・国内公報の英文抄録の作成
・整理標準化データの作成
・三極交換データの作成

（業務外注）

（業務委託）

独立行政法人
工業所有権情報・研修館

財団法人
日本特許情報機構

海外の知的財産権関係
機関 国内外の特許電子図書館利用者

（インターネット利用）

都道府県
知的所有権センター

企業等及び一般の人
（インターネット利用）



（５）財務情報 （単位：円）

資産の額 7,638,261,232

負債の額 2,763,202,145

正味財産の額 4,875,059,087

当期収入合計額 9,727,385,206

当期支出合計額 9,584,782,953

当期収支差額 142,602,253

注）各計数は、消費税を税抜方式により処理したものです。

（６）基本財産の状況

（７）取引の状況

①法人に対する債権債務の明細 （単位：円）

債権種別 金　　　　額 債務種別 金　　　　額

該当なし 未払金 1,920,786,732

②法人に対する債務保証の明細

　 該当なし

③法人の事業収入の金額とこれらのうち情報・研修館の発注等に係る金額及び割合
法人の事業
収入の金額

うち情報・研修館の
発注に係る金額

割    合

8,443,967,703 4,391,322,607 52.00%

   法人の基本財産に対する出えん、拠出、寄付等及び法人の運営費、事業費等に充てるために平成
１６事業年度において負担した会費、負担金等はございません。

注）法人の事業収入の金額は、法人の収支計算書が税抜方式で作成されているため、事業収入額
(8,041,874,003円)に1.05を乗じた額を計上しています。



７　その他

　１から６以外の附属明細書については、当事業年度は該当がないため、記載を省略して

おります。




